
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 16日

上   場   会   社   名    日東化工株式会社 上場取引所 東京

コード番号    5104 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経営管理室長 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　石井紀彦 TEL (0467) 74 - 3111
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 16日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年 3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）百万円未満の端数は切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 10,184 23.6 359 121.6 347 129.4

12年 3月期 8,235 1.6 162 76.7 151 120.7

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 125 100.2 3.26 4.3 3.4 3.4

12年 3月期 62 204.8 1.63 2.2 1.6 1.8

(注)①期中平均株式数 13年 3月期    38,400,000 株          12年 3月期    38,400,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年 3月期 3.00 0.00 3.00 115 91.7 6.0

12年 3月期 1.50 0.00 1.50 57 91.9 3.0

（注）13年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 3月期 10,163 2,915 28.6 75.91

12年 3月期 9,865 2,847 28.8 74.15

（注）期末発行済株式数　13年 3月期    38,400,000　株　　　12年 3月期    38,400,000株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 5,500 150 50 0.00 － －

通　　期 11,300 500 200 － 3.00 3.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 20 銭 

＊尚、平成１３年４月１日付にて「日東化工販売（株）」を統合後の数値となっております。



―１９－

　　　　（単位：百万円）

当　　　　　期 前　　　　　期

（１３．３．３１現在） （１２．３．３１現在）

【 資 産 の 部 】

　流　動　資　産 ６，１８５　 ５，３３３　 ８５１　
現 金 及 び 預 金 １２９　 １１０　 １８　
受 取 手 形 １，５９０　 １，５９８　 　△　　　　　　８　
売 掛 金 ２，５１０　 １，８８２　 ６２８　
有 価 証 券 －　 ４８　 　△　　　　　４８　
製 品 ４１４　 ３９９　 １４　
原 材 料 ２４９　 ２００　 ４８　
仕 掛 品 １２８　 １１１　 １７　
貯 蔵 品 ２１　 ２０　 １　
前 払 費 用 １２　 １４　 　△　　　　　　１　
短 期 貸 付 金 ９００　 ７００　 ２００　
未 収 入 金 １９７　 ２０９　 　△　　　　　１１　
自 己 株 式 ０　 ０　 　△　　　　　　０　
繰 延 税 金 資 産 ３６　 ２２　 １４　
その他の流動資産 １３　 　３１　 　△　　　　　１８　
貸 倒 引 当 金  △　　　　１９　  △　　　　１４　  △　　　　　４　

　固　定　資　産 ３，９７７　 ４，５３１　  △　　　５５４　
（ 有 形 固 定 資 産 ）   　　（ 　 ３，６０９ )   　 （ 　 ４，２３５ )   　 （ △　　６２５ ) 
建 物 ９６８　 ９３２　 ３５　
構 築 物 ９９　 １１４　  △　　　　１５　
機 械 及 び 装 置 ９３３　 １，０２１　  △　　　　８７　
車 両 及 び 運 搬 具 １２　 ４　 ８　
工具・器具及び備品 ７５　 ６５　 ９　
土 地 １，５０４　 １，５３５　  △　　　　３０　
建 設 仮 勘 定 １６　 ５６１　  △　　　５４５　
（ 無 形 固 定 資 産 ）  　　 （ 　 　  　２４ )  　  （ 　 　  　４３ )   　 （ △　　　１８ ) 
諸 権 利 金 １　 １　 ０　
ソ フ ト ウ ェ ア ２３　 ４１　  △　　　　１８　
（ 投       資       等）   　　（ 　   　 ３４３)   　 （ 　   　２５２ )   　 （ 　   　　９０ ) 
投 資 有 価 証 券 ７７　 ２９　 ４７　
子 会 社 株 式 ４０　 ４０　 ０　
長 期 貸 付 金 ９　 １３　  △　　　　　３　
長 期 前 払 費 用 ０　 ２　  △　　　　　２　
繰 延 税 金 資 産 １７６　 １１９　 ５６　
そ の 他 の 投 資 ３９　 ４７　  △　　　　　７　
貸 倒 引 当 金  △　　　　　０　  △　　　　　０　  △　　　　　０　

１０，１６３　 ９，８６５　 ２９７　資　　産　　合　　計

比　  較　  貸　  借　  対　  照　  表

　　　　　　　　　　 期　　　別

　科　　　目
増　　　減　　（△）



―２０－

　　　　（単位：百万円）

当　　　　　期 前　　　　　期

（１３．３．３１現在） （１２．３．３１現在）

【 負 債 の 部 】

　流　動　負　債 ６，７５２　 ６，６１３　 １３８　
支 払 手 形 ９２８　 ７３０　 １９８　
買 掛 金 ２，６８０　 ２，３４７　 ３３３　
短 期 借 入 金 ２，０８０　 ２，０８０　 ０　
未 払 金 ６１８　 １３　 ６０４　
未 払 法 人 税 等 １０７　 ８１　 ２６　
未 払 消 費 税 等 ０　 １４　 　△　　　　　１３　
未 払 費 用 １９６　 １７２　 ２４　
預 り 保 証 金 ５６　 ５４　 １　
仮 受 金 ６４　 １，１０１　 　△　 　１，０３７　
その他の流動負債 １８　 １９　 　△　　　　　　０　

　固　定　負　債 ４９５　 ４０４　 ９０　
退 職 給 与 引 当 金 －　 ３７１　 　△　　　　３７１　
退 職 給 付 引 当 金 ４４８　 －　 ４４８　
役員退職慰労引当金 ４７　 ３３　 １３　

（ 負　債　合　計 ）  （ 　　 ７，２４７ )   （ 　 　７，０１７ )   （ 　 　　　２２９ )

【 資 本 の 部 】

　資　 　本　 　金 １，９２０　 １，９２０　 ０　
　利 益 準 備 金 ８２　 ７７　 ５　
　剰　 　余　　 金 ９１２　 ８５０　 ６２　

別 途 積 立 金 ４００　 ４００　 ０　
当 期 未 処 分 利 益 ５１２　 ４５０　 ６２　
（うち当期利益）   （ 　   　１２５ )   （ 　   　　６２ )   （ 　   　　６２ ) 

その他有価証券評価差額金 △ 　　　　　　０　 －　 △ 　　　　　０　

 （ 資　本　合　計 ）   （ 　 ２，９１５ )   （ 　 ２，８４７ )   （ 　 　　　６７ ) 

１０，１６３　 ９，８６５　 ２９７　負債及び資本合計

　科　　　目

　　　　　　　　　　 期　　　別
増　　　減　　（△）



―２１－

　　（単位：百万円）

当　　期 前　　　期

（12.4.1～13.3.31） （11.4.1～12.3.31）

　営 業 損 益 の 部

売 上 高 １０，１８４　 ８，２３５　 １，９４８　

売 上 原 価 ９，０８９　 ７，６０６　 △　　１，４８３　

販売費及び一般管理費 ７３４　 ４６７　 △　　　　２６７　

営 業 利 益 ３５９　 １６２　 １９６　

　営 業 外 損 益 の 部

 　  営　　業　　外　　収　　益 １１　 １４　 △　　　　　　３　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ３　 ２　 １　

そ の 他 の 収 益 ７　 １２　 △　　　　　　４　

     営　　業　　外　　費　　用 ２３　 ２６　 ３　

支 払 利 息 ２２　 ２６　 ３　

そ の 他 の 費 用 ０　 ０　 ０　

　経　　　 常 　　　利 　　　益 ３４７　 １５１　 １９５　

　特 別 損 益 の 部

     特　　別　　損　　失 １３０　 ４３　 △　　　　　８７　

会計基準変更時差異償却 １１２　 －　 △　　　　１１２　

ゴルフ会員権売却損 １７　 －　 △　　　　　１７　

ゴルフ会員権評価減 －　 ３０　 ３０　

投資有価証券評価損 ０　 １２　 １１　

　法人税・住民税及び事業税 １６２　 １０５　 △　　　　　５６　

　法   人   税  等  調   整   額 △　　　　　７１　 △　　　　　５９　 １１　

　当  期  純  利  益 １２５　 ６２　 ６２　

　前 　期 　繰 　越 　利　 益 ３８７　 ３８７　 △　　　　　　０　

　当 期 未 処 分 利 益 ５１２　 ４５０　 ６２　

比   較   損　 益 　計　 算　 書

　　　　　　　　　　 期　　　別

　科　　　目

（ 経 常 損 益 の 部 ）

増　　　減　　（△）

１０８　２１６　　税引前当期純利益 １０８　



（重要な会計方針）          
１． 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
　　　　その他の有価証券
　　　　　　　時価のあるもの　　　　　期末の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は主として移動平均法により算定）

　　 時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品         　　　　　　総平均法による原価法
仕 掛 品         　　　　　　総平均法による原価法
原 材 料         　　　　　　総平均法による原価法
貯 蔵 品         　　　　　　最 終 仕 入 原 価 法          

３． 有形固定資産の減価償却の方法　　　定額法

４．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金         　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
　　　　　　　　　　　　は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
　　　　　　　　　　　　個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
　　　　　　　　　　　　ます。

退 職 給 付 引 当 金         　　　 従業員の退職により支給する退職給付に備えるため、当期
　　　　　　　　　　　　　　　　 末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
                                 期末において発生していると認められる額を計上しておりま
                                 す。
　　　　　　　　　　　　　　　　 未認識項目の費用処理及び費用処理年数
　　　　　　　　　　　　　　　　　 会計基準変更時差異　　　　　　 ５年

役員退職慰労引当金　　　　役員の退職により支給する退職慰労引当金に備えるため、
　　　　　　　　　　　　　　　　 内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 なお、役員退職慰労引当金は、商法第２８７条の２に規定
　　　　　　　　　　　　　　　　 する引当金であります。

 ５．リース取引の処理方法　　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
　　　　　　　　　　　　　　　　 外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
　　　　　　　　　　　　　　　　 引に係る方法に準じた会計処理によっております。
  ６．消費税等の会計処理方法　　　税抜き方式によっております。

―２２－



（追加情報）
 １．退職給付会計　　　　　　　　　当期から退職給付に係る会計基準（（「退職給付に係る会計
　　　　　　　　　　　　　　　　 基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１０年６
　　　　　　　　　　　　　　　　 月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によ
　　　　　　　　　　　　　　　　 った場合と比較して、退職給付費用が９８百万円増加し、
　　　　　　　　　　　　　　　　 税引前当期利益は９８百万円減少しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等
　　　　　　　　　　　　　　　　 に係わる未払金は、退職給付引当金に含めて表示しておりま
　　　　　　　　　　　　　　　　 す。

２．金融商品会計　　　　　　　　 当期から金融商品に係る会計基準（（「金融商品に係る会計
　　　　　　　　　　　　　　　 　基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１   
　　　　　　　　　　　　　　　　 月２２日））を適用し有価証券の評価の方法及び貸倒引当金の
　　　　　　　　　　　　　　　　 計上基準（一般債権については法定繰入率から貸倒実績率に
　　　　　　　　　　　　　　　　 変更）について変更しております。この変更による影響額は
　　　　　　　　　　　　　　　　 ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、
　　　　　　　　　　　　　　　　 売買目的有価証券及び満期保有目的の債券及びその他の有価
　　　　　　　　　　　　　　　　 証券に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するもの
　　　　　　　　　　　　　　　　 は流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券と
　　　　　　　　　　　　　　　　 して表示しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 その結果、流動資産の有価証券は４８百万円減少し、
　　　　　　　　　　　　　　　　 投資有価証券は４８百万円増加しております。

－２３－



―２４－

（単位：百万円）

当　　期 前　　期

（１２．４～１３．３） （１１．４～１２．３）

　当　期　未　処　分　利　益 ５１２　 ４５０　 ６２　

　これを次のとおり処分します。

　利　　益　　準　　備　　金 １１　 ５　 △　　　５　

　利　　益　　配　　当　　金 １１５　 ５７　 △　　５７　
（１株につき３円）

　次　 期 　繰　 越　 利　 益 ３８５　 ３８７　 △　　　１　

科　　目 差異（△）

（ １０ ） － Ⅲ 　利　益　処　分　案



―２５－

（１１）役員の異動（６月２８日予定）（１１）役員の異動（６月２８日予定）（１１）役員の異動（６月２８日予定）（１１）役員の異動（６月２８日予定）

①新任取締役候補

まつもと　よしお

取締役（非常勤） 松本　良雄 （現　三菱化学エムケーブイ株式会社取締役技術部長　

　　　　　兼品質保証部長　兼環境保安室長　兼名古屋事業所長　

②退任予定取締役
おかやま　きよあき

取締役 岡山　清明 （現　樹脂事業部門樹脂製造部長）
なかの　　つねお

取締役（非常勤） 中野　常雄 （現　三菱化学株式会社　執行役員黒崎事業所長）　

③新任監査役候補
おかやま　きよあき

監査役（常勤） 岡山　清明

④退任予定監査役
　ありま　　きくお

監査役（常勤） 有馬　喜久夫


